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④ 現況把握の結果の整理 

ア. 悪臭の状況 

敷地境界における臭気指数の調査結果は、表 4.4-1～2 に示すとおりである。 

平成 13 年春季、夏季の調査では、全て臭気指数 10 未満であり、「悪臭防止法」及び「環

境確保条例」に基づく規制基準値を下回っていた。 

平成 19 年夏季の調査では、敷地境界の風上、風下ともに臭気指数 10 未満であり、同法

令に基づく規制基準値を下回っていた。 

 

表 4.4-1 臭気指数の調査結果（既存報告書） 

調査項目 調査時期 敷地境界北北東 風向 規制基準 

H13 春季 10 未満 北西 10 以下 

H13 春季 10 未満 南 10 以下 

H13 夏季 10 未満 南西 10 以下 
臭気指数 

H13 夏季 10 未満 静穏 10 以下 

注）規制基準は、「悪臭防止法」及び「環境確保条例」に基づく敷地境界線における規制基準
（第一種区域）の値を示す。 

 

表 4.4-2 臭気指数の調査結果（現地調査） 

調査項目 調査時期 
敷地境界 
（風上） 

敷地境界 
（風下） 

規制基準 

臭気指数 H19 夏季 10 未満 10 未満 10 以下 

注）規制基準は、「悪臭防止法」及び「環境確保条例」に基づく敷地境界線における規制基準
（第一種区域）の値を示す。 

 

イ. 自然的条件及び社会的条件 

（ｱ）気象の状況 

ａ．既存資料調査 

「第３章 地域概況 １.自然的条件（1）気象」（p.21～23）を参照。 

 

ｂ．現地調査 

「4.1 大気質  4.1.1 煙突排ガスによる影響  (2) 現況把握  ④  現況把握の結果の整理 

イ．気象の状況（ｲ）現地調査」（p.54）を参照。 

 

（ｲ）土地利用 

「第３章 地域概況 ２．社会的条件 (1) 土地利用」（p.27～28）に示したとおりである。  

 

（ｳ）人家等の分布状況 

「第３章 地域概況 ２．社会的条件 (2) 人家等の分布状況」（p.27、p.29）に示したと

おりである。  

 

（ｴ）悪臭の主要な発生源 

計画地周辺においては、著しい臭気を発生させるような施設等はみられない。 
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（3）予 測 

① 予測の基本的考え方 

施設の稼働に伴う悪臭の発生が考えられるため、既存工場稼働時における臭気調査結果

及び対象施設の悪臭漏洩防止対策の内容を勘案することにより、その影響について予測を

行った。 

 

② 予測対象時期 

施設の稼働が定常的な状態となる時期とした。 

 

③ 予測項目 

臭気指数とした。 

 

④ 予測方法 

ア．予測地点 

計画地の敷地境界とした。 

 

イ．予測手法 

悪臭の予測手法は、敷地内の既存工場稼働時における臭気調査結果及び対象施設の悪臭

漏洩防止対策の内容を勘案し、悪臭の漏洩の有無について定性的に予測する方法とした。 

 

ウ．予測条件 

（ｱ）既存工場稼働時における臭気調査結果 

既存工場稼働時の敷地境界における臭気指数の現地調査結果を用いることとした。 

 

（ｲ）対象施設における悪臭漏洩防止対策 

対象施設における悪臭漏洩防止対策は、以下に示すとおりである。 

・プラットホームの出入口にはエアーカーテン及び自動開閉式シャッターを設置し、臭

気の流出を防止する。 

・プラットホーム内に臭気除去剤噴霧設備を設置し、臭気除去剤を噴霧することにより

臭気を消臭する。 

・ごみピット内の空気を燃焼用空気として強制的に焼却炉に吸引し、ごみピット内を常

に負圧に保ち、臭気が漏れないようにする。また、臭気は焼却炉内で 1,200℃以上の

高温で熱分解し、脱臭する。 

・ごみピットにはごみ投入扉を設け、ごみ投入時以外は閉じておく。 

・定期点検整備等の焼却炉停止時には、ごみピット内の空気を脱臭装置に送り処理する

とともに、ごみピット内を負圧に保ち、臭気が漏れないようにする。 

・ごみ汚水ピット、ろ液槽等など臭気が発生する箇所については、水封式マンホールに

するとともに、槽内の臭気を吸引し脱臭装置で処理する。 

 



- 149 - 

⑤ 予測結果の整理 

既存工場稼働時の敷地境界における悪臭の調査結果は、臭気指数 10 未満であった。 

また、対象施設における悪臭漏洩防止対策としては、「4.4 悪臭 4.4.1 施設からの悪臭

の漏洩による影響 (3) 予測 ④ 予測方法 ウ．予測条件 (ｲ) 対象施設における悪臭漏洩防

止対策」（p.148）に示した対策を講じるため、対象施設の稼働に伴う悪臭の漏洩防止が図

られるものと考える。 

以上のことから、対象施設の稼働時において、計画地敷地境界における悪臭は、臭気指

数 10 を下回るものと予測する。 
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（4）影響の分析 

① 分析の基本的考え方 

影響の分析は、予測の結果を踏まえ、環境への影響が実行可能な範囲内で回避され、ま

たは低減されているものであるかについて見解を明らかにするとともに、生活環境の保全

上の目標と予測結果を対比して、その整合性を検討することにより行った。 

 

② 分析の方法 

ア．影響の回避または低減に係る分析 

対象施設における悪臭漏洩防止対策としては、「4.4 悪臭 4.4.1 施設からの悪臭の漏洩

による影響 (3) 予測 ④ 予測方法 ウ．予測条件 (ｲ) 対象施設における悪臭漏洩防止対

策」（p.148）に示した環境保全措置を講じる。 

 

イ．生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 

（ｱ）生活環境の保全上の目標 

生活環境の保全上の目標は、表 4.4-3 に示すとおり、「悪臭防止法」及び「環境確保条

例」に基づく敷地境界における悪臭の規制基準値を設定した。 

 

表 4.4-3 施設の稼働に伴う悪臭の生活環境の保全上の目標 

項 目 生活環境の保全上の目標 設定根拠 

施設からの 
悪臭の漏洩 

臭気指数 10 以下 
「悪臭防止法」及び「環境確保条例」
に基づく敷地境界における規制基準 
（第１種区域） 

 

（ｲ）生活環境の保全上の目標との整合性 

「4.4 悪臭  4.4.1 施設からの悪臭の漏洩による影響（3）予測  ⑤  予測結果の整理」

（p.149）で示したように、対象施設稼働時の敷地境界における臭気指数は 10 未満と予測

され、生活環境の保全上の目標を満足するものと考える。 

 

したがって、施設からの悪臭の漏洩による環境影響については、実行可能な範囲で低減

が図られているものと評価する。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 総合的な評価 



 



- 151 - 

第５章 総合的な評価 

１．現況把握、予測、影響の分析の結果の整理 

（1）大気質（煙突排ガスの排出、廃棄物等運搬車両の走行） 

① 現況把握の結果の整理 

ア．二酸化硫黄 

（ｱ）既存資料調査 

平成 19 年度の測定結果をみると、日平均値の 2％除外値は、東青梅測定局及び本町測

定局ともに 0.002ppm であり、いずれの測定局も環境基準の長期的評価及び短期的評価を

達成していた。 

年平均値の推移をみると、各測定局とも 0.000～0.003ppm の範囲内で推移しており、近

年は横ばい傾向にある。 

 

（ｲ）現地調査 

平成 20 年調査時における日平均値は 0.000～0.001ppm、期間平均値は 0.000ppm、１時

間値最大値は 0.003～0.004ppm であった。日平均値及び１時間値最大値を環境基準と比較

すると、調査結果は、いずれも短期的評価を満足していた。 

期間平均値をみると、平成 13 年調査時よりも測定値が小さい傾向がみられた。 

 

イ．二酸化窒素 

（ｱ）既存資料調査 

平成 19 年度の測定結果をみると、日平均値の年間 98％値は、東青梅測定局が 0.024ppm、

本町測定局が 0.036ppm、大楽寺町測定局が 0.031ppm であり、いずれの測定局も環境基準

を達成していた。 

年平均値の推移をみると、東青梅測定局は 0.013～0.018ppm、本町測定局は 0.021～

0.024ppm、大楽寺測定局は 0.018～0.021ppm の範囲内で推移しており、近年は横ばい傾向

にある。 

 

（ｲ）現地調査 

平成 20 年調査時における日平均値は 0.002～0.015ppm、期間平均値は 0.007～0.008ppm

であった。 

期間平均値をみると、平成 13 年調査時と同様の値がみられた。 

 

ウ．浮遊粒子状物質 

（ｱ）既存資料調査 

平成 19 年度の測定結果をみると、日平均値の２％除外値は、東青梅測定局が 0.050mg/

ｍ3、本町測定局が 0.054mg/ｍ3、大楽寺町測定局が 0.047mg/ｍ3 であり、いずれの測定局

も長期的評価及び短期的評価を達成していた。 

年平均値の推移をみると、東青梅測定局は 0.022～0.039mg/ｍ3、本町測定局は 0.023～

0.032mg/ｍ3、大楽寺町測定局は 0.019～0.034mg/ｍ3 の範囲内で推移しており、近年は減

少傾向にある。 
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（ｲ）現地調査 

平成 20 年調査時における日平均値は 0.005～0.015mg/ｍ3、期間平均値は 0.010mg/ｍ3、

１時間値最大値は 0.035～0.059mg/ｍ3 であった。日平均値及び１時間値最大値を環境基

準と比較すると、調査結果は、いずれも短期的評価を満足していた。 

期間平均値をみると、平成 13 年調査時よりも測定値が小さい傾向がみられた。 

 

エ．塩化水素 

（ｱ）現地調査 

平成 20 年調査時における日測定値は 0.001ppm 未満～0.003ppm であり、いずれの地点

も環境庁大気保全局通達の目標環境濃度を下回っていた。 

期間平均値をみると、平成 13 年調査時と同様の値がみられた。 

 

オ．ダイオキシン類 

（ｱ）既存資料調査 

平成 19 年度の測定結果をみると、あきる野市測定主体の地点は 0.024～0.029pg-TEQ/

ｍ3、日の出町測定主体の地点は 0.016～0.029pg-TEQ/ｍ3 であり、いずれの調査地点も環

境基準を下回っていた。 

年平均値の推移をみると、あきる野市測定主体の地点は 0.011～0.110pg-TEQ/ｍ3、日

の出町測定主体の地点は 0.016～0.140pg-TEQ/ｍ3 の範囲内で推移しており、平成 15 年度

以降は横ばい傾向にある。 

 

（ｲ）現地調査 

平成 20 年調査時における測定値は 0.026～0.031pg-TEQ/ｍ3 であり、いずれの地点も環

境基準を満足していた。 

測定方法が異なる※が、参考として平成 13 年調査時の測定結果と比較すると、概ね同

様の値がみられた。 

※平成 20 年調査時は７日間連続測定、平成 13 年調査時は 24 時間連続測定。 

 

カ．水 銀 

（ｱ）既存資料調査 

平成 19 年度の大楽寺町測定局における測定結果をみると、水銀及びその化合物の平均

値は 0.0021μg/ｍ3、最大値は 0.0027μg/ｍ3、最小値は 0.0013μg/ｍ3 であった。 

年平均値の推移をみると、0.0017～0.0024μg/ｍ3 の範囲内で推移しており、近年は横

ばい傾向にある。 

 

（ｲ）現地調査 

平成 20 年調査時における日測定値は 0.002～0.003μg-Hg/ｍ3 であり、指針値を下回っ

ていた。 
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② 予測、影響の分析の結果の整理 

ア．煙突排ガスによる影響 

（ｱ）長期平均濃度 

長期平均濃度の将来予測濃度は、二酸化硫黄（日平均値の 2％除外値）が 0.0036ppm、

二酸化窒素（日平均値の年間 98％値）が 0.0353ppm、浮遊粒子状物質（日平均値の 2％除

外値）が 0.0605mg/ｍ3、ダイオキシン類（年平均値）が 0.031028pg-TEQ/ｍ3、水銀（年

平均値）が 0.003140μg-Hg/ｍ3 であり、いずれの物質も生活環境の保全上の目標（二酸

化硫黄 0.04ppm 以下、二酸化窒素 0.04～0.06ppm のゾーン内又はそれ以下、浮遊粒子状物

質 0.10mg/ｍ3 以下、ダイオキシン類 0.6pg-TEQ/ｍ3 以下、水銀 0.04μg-Hg/ｍ3 以下）を

満足していた。 

 

（ｲ）短期平均濃度 

短期平均濃度の将来予測濃度（1 時間値）は、二酸化硫黄が 0.0010ppm、浮遊粒子状物

質が 0.0005mg/ｍ3、塩化水素が 0.0014ppm であり、いずれの物質も生活環境の保全上の

目標（二酸化硫黄 0.1ppm 以下、浮遊粒子状物質 0.20mg/ｍ3 以下、塩化水素 0.02ppm 以下）

を満足していた。 

 

以上に示すとおり、長期平均濃度、短期平均濃度ともに、いずれの物質も生活環境の保

全上の目標を満足していた。 

したがって、煙突排ガスによる環境影響については、実行可能な範囲で低減が図られて

いるものと評価する。 

 

イ．廃棄物運搬車両による影響 

二酸化窒素の将来予測濃度（日平均値の年間 98％値）は 0.0345～0.0388ppm、浮遊粒子

状物質の将来予測濃度（日平均値の 2％除外値）は 0.0633～0.0637mg/ｍ3 であり、いずれ

の物質も生活環境の保全上の目標（二酸化窒素 0.04～0.06ppm のゾーン内又はそれ以下、

浮遊粒子状物質 0.10mg/ｍ3 以下）を満足していた。 

したがって、廃棄物運搬車両による環境影響については、実行可能な範囲で低減が図ら

れているものと評価する。 
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（2）騒音（施設の稼働、廃棄物等運搬車両の走行） 

① 現況把握の結果の整理 

ア．環境騒音 

等価騒音レベル（ＬAeq）をみると、北側敷地境界付近で昼間 49 デシベル、夜間 42 デ

シベル、第二紫水園で昼間 45 デシベル、夜間 39 デシベルであった。 

調査地点はどちらも用途地域の定めのない地域であり、騒音に係る環境基準のＢ類型

（昼間；55 デシベル以下、夜間；45 デシベル以下）が適用される。現地調査結果を環境

基準と比較すると、いずれの地点も環境基準値を下回っていた。 

 

イ．道路交通騒音 

等価騒音レベル（ＬAeq）をみると、№１（留原）で昼間 59 デシベル、夜間 52 デシベ

ル、№２（高尾）で昼間 64 デシベル、夜間 56 デシベル、№３（山田）で昼間 71 デシベ

ル、夜間 65 デシベル、№４(第二紫水園)で昼間 58 デシベル、夜間 42 デシベルであった。 

調査地点の環境基準は、用途地域、道路の種類及び車線数によってそれぞれ類型が適用

される。現地調査結果を環境基準と比較すると、№２（高尾）の昼間及び夜間、№３（山

田）の昼間の時間帯で環境基準値を上回る値がみられた。 

 

② 予測、影響の分析の結果の整理 

ア．施設の稼働による影響 

第二紫水園における環境騒音レベルは、昼間 46 デシベル、夜間 42 デシベルであり、生

活環境の保全上の目標（昼間 55 デシベル以下、夜間 45 デシベル以下）を満足していた。 

第二紫水園直近の敷地境界における工場騒音レベルは、いずれの時間帯も 40 デシベル

であり、生活環境の保全上の目標（昼間 45 デシベル以下、朝・夕・夜間 40 デシベル以下）

を満足していた。 

したがって、施設の稼働による環境影響については、実行可能な範囲で低減が図られて

いるものと評価する。 

 

イ．廃棄物運搬車両による影響 

将来交通量による等価騒音レベルは、№１（留原）が 59～60 デシベル、№２（高尾）

が 64 デシベル、№３（山田）が 71 デシベル、№４（第二紫水園）が 58～60 デシベルで

あった。 

№１（留原）及び№４（第二紫水園）においては、将来交通量による等価騒音レベルは、

生活環境の保全上の目標（№1（留原）70 デシベル以下、№４（第二紫水園）65 デシベル

以下）を満足していた。 

№２（高尾）及び№３（山田）においては、将来交通量による等価騒音レベルは生活環

境の保全上の目標（№２（高尾）60 デシベル以下、№３（山田）70 デシベル以下）を上

回っているが、これらの地点においては、現況において既に生活環境の保全上の目標を上

回る値がみられ、廃棄物運搬車両の増加による騒音増加レベルは 0.0～0.1 デシベルであ

ることから、生活環境への影響はほとんどないものと考える。 

したがって、廃棄物運搬車両による環境影響については、実行可能な範囲で低減が図ら

れているものと評価する。 
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（3）振動（施設の稼働、廃棄物等運搬車両の走行） 

① 現況把握の結果の整理 

ア．環境振動 

振動レベル（Ｌ10）をみると、いずれの地点も 30 デシベル未満であった。 

イ．道路交通振動 

振動レベル（Ｌ10）をみると、昼間が 30 デシベル未満～43 デシベル、夜間が 30 デシベ

ル未満～38 デシベルであり、すべての地点で「環境確保条例」に基づく日常生活等に適

用する振動の規制基準値を下回っていた。 

 

② 予測、影響の分析の結果の整理 

ア．施設の稼働による影響 

第二紫水園における環境振動レベルは 43 デシベルであり、生活環境の保全上の目標（55

デシベル以下）を満足していた。 

第二紫水園直近の敷地境界における工場振動レベルは、いずれの時間帯も 44 デシベル

であり、生活環境の保全上の目標（昼間 55 デシベル以下、夜間 50 デシベル以下）を満足

していた。 

したがって、施設の稼働による環境影響については、実行可能な範囲で低減が図られて

いるものと評価する。 

イ．廃棄物運搬車両による影響 

将来交通量による振動レベル（L10）の最大値は、№１（留原）が 41 デシベル、№２（高

尾）が 39 デシベル、№３（山田）が 38 デシベル、№４（第二紫水園）が 44 デシベルで

あり、いずれの地点も生活環境の保全上の目標（№１（留原）～№３（山田）60 デシベ

ル以下、№４（第二紫水園）55 デシベル以下）を満足していた。 

したがって、廃棄物運搬車両による環境影響については、実行可能な範囲で低減が図ら

れているものと評価する。 

 

（4）悪臭（施設からの悪臭の漏洩） 

① 現況把握の結果の整理 

平成 13 年（春季、夏季）及び平成 19 年（夏季）の調査において、全て臭気指数 10 未

満であり、「悪臭防止法」及び「環境確保条例」に基づく規制基準値を下回っていた。 

② 予測、影響の分析の結果の整理 

既存工場稼働時の敷地境界における悪臭の調査結果は、臭気指数 10 未満であった。 

また、対象施設における悪臭漏洩防止対策としては、「4.4 悪臭 4.4.1 施設からの悪臭

の漏洩による影響 (3) 予測 ④ 予測方法 ウ．予測条件 (ｲ) 対象施設における悪臭漏洩防

止対策」（p.148）に示した対策を講じるため、対象施設の稼働に伴う悪臭の漏洩防止が図

られるものと考える。 

以上のことから、対象施設の稼働時において、計画地敷地境界における悪臭は、臭気指

数 10 を下回るものと予測と予測され、生活環境の保全上の目標（臭気指数 10 以下）を満

足するものと考える。 

したがって、施設からの悪臭の漏洩による環境影響については、実行可能な範囲で低減

が図られているものと評価する。 
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２．施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容 

（1）大気質 

① 煙突排ガスによる影響 

・大気汚染物質の排出諸元は、以下に示す対策を講じることにより、法令に基づく自主

規制値を遵守する。 

・硫黄酸化物及び塩化水素については、消石灰やナトリウム系塩化水素除去材等を用い

た乾式法により脱硫、除去を行う。 

・窒素酸化物については、燃焼制御法（低酸素燃焼法）により発生を抑えるとともに、

触媒脱硝法（アンモニア吹き込み）により脱硝を行う。 

・ばいじんについては、除じん効率が高いろ過式集じん器（バグフィルタ）により除去

を行う。 

・ダイオキシン類については、燃焼温度を 900 度以上、滞留時間を 2 秒以上確保し、二

次燃焼空気の送入により攪拌・燃焼促進を行うことにより発生抑制を図るとともに、

活性炭吹込み式と窒素酸化物除去に用いる触媒脱硝法を採用することにより、除去

を行う。 

・水銀については、消石灰を用いた乾式法及びバグフィルタにより除去を行う。 

（2）騒 音 

① 施設の稼働による影響 

・工場設備は屋内に設置する。また、必要に応じて工場棟の壁に吸音材を取り付けるな

ど騒音を減少させる対策を行う。 

・設備機器には極力低騒音型を用いる。 

・ プラットホームのシャッターは自動開閉式とし廃棄物運搬車両の入出時以外は閉じる。 

・今後の詳細設計にあたっては、敷地境界において「騒音規制法」及び「環境確保条例」

に基づく規制基準（第２種区域）を遵守するように具体的な仕様内容の検討を行う。 

（3）振 動 

① 施設の稼働による影響 

・振動の発生するおそれのある設備機器には、防振ゴム等による防振対策を行う。 

・今後の詳細設計にあたっては、敷地境界において「振動規制法」及び「環境確保条例」

に基づく規制基準（第 1 種区域）を遵守するように具体的な仕様内容の検討を行う。 

（4）悪 臭 

① 施設からの悪臭の漏洩による影響 

・プラットホームの出入口にはエアーカーテン及び自動開閉式シャッターを設置し、臭

気の流出を防止する。 

・プラットホーム内に臭気除去剤噴霧設備を設置し、臭気除去剤を噴霧することにより

臭気を消臭する。 

・ごみピット内の空気を燃焼用空気として強制的に焼却炉に吸引し、ごみピット内を常

に負圧に保ち、臭気が漏れないようにする。また、臭気は焼却炉内で 1,200℃以上の

高温で熱分解し、脱臭する。 

・ごみピットにはごみ投入扉を設け、ごみ投入時以外は閉じておく。 

・ごみ汚水ピット、ろ液槽等など臭気が発生する箇所については、水封式マンホールに

するとともに、槽内の臭気を吸引し脱臭装置で処理する。 
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３．維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容 

（1）大気質 

① 廃棄物運搬車両による影響 

・廃棄物運搬車両の走行にあたっては、法定速度を遵守する。 

・廃棄物運搬車両の走行にあたっては、空ふかし運転をしない丁寧な運転を心がける。 

・廃棄物運搬車両からの排ガスを低減させるために、車両の更新にあたっては低排ガス

車の導入を推進する。 

（2）騒 音 

① 施設の稼働による影響 

・設備機器の整備点検を十分に行い、整備不良による騒音の増加を防止する。 

② 廃棄物運搬車両による影響 

・ 廃棄物運搬車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行

管理に努める。 

・過積載を防止し、制限速度等の交通規則を遵守することに努める。 

（3）振 動 

① 施設の稼働による影響 

・設備機器の整備点検を十分に行い、整備不良による振動の増加を防止する。 

② 廃棄物運搬車両による影響 

・ 廃棄物運搬車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行

管理に努める。 

・過積載を防止し、制限速度等の交通規則を遵守することに努める。 

（4）悪 臭 

① 施設からの悪臭の漏洩による影響 

・定期点検整備等の焼却炉停止時には、ごみピット内の空気を脱臭装置に送り処理する

とともに、ごみピット内を負圧に保ち、臭気が漏れないようにする。 

 

 

 

 

 



 




